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特集 新たなる経営革新

ナレッジマネジメントによる
経営の可視化
山崎秀夫

知識が重要な経営資源といわれる21世紀の知識社会の到来を目前にして、欧

米企業は顧客の知識や、社内の従業員の知恵と知識を組織的に活用する方向に

動いている。ビジネスサイクルのスピード化、組織のスリム化、環境変化の多

様化・不連続化などがあり、少人数で速く動かなければ、他社との競争に勝て

ず、キャッシュフローを創出できない状況が生まれているからである。

ナレッジマネジメントと称される、知識の組織的管理で重要なのは、ナレッ

ジ市場の創設である。そのためには、社内の「知識の可視化」が鍵となる。国

際会計基準の導入などに代表される「経営の可視化」の時代に、米国企業に約

10年遅れでリストラに走り始めた日本企業にとって、企業の外から見てよくわ

からない以心伝心型の知識の共有を、ナレッジマネジメントの導入によってど

う適合させていくかが、今後の大きな課題である。
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と、インターネットによる書籍販売で急成

長を遂げているアマゾン・ドット・コム社

との、情報システムに関する知的資産をめ

ぐる訴訟である。通常のシステム関連の訴

訟であれば、問題になるのはソフトウェア

の著作権侵害や特許侵害に関してだが、今

回は転職したシステム開発者の頭の中の知

識がトレードシークレット（営業秘密）と

して争われたのである。

一方、知識資産の概念も、米国では「ビ

ジネスの方法」が特許として認められるな

ど、大きく変化しつつある。

（１）ライフスタイルの多様化と顧客ニー　　
ズの把握

工業世紀におけるマーケティングはマス

マーケティングと呼ばれ、大量生産された

画一的な商品を同じやり方で同質の顧客に

販売してきた。しかし現在、これまでのマ

スマーケティングから、知識社会における

マーケティングといわれている、ワン・ツ

ー・ワン・マーケティングへの移行が着実

に進みつつある。

小売店の店頭におけるPOS（販売時点情

報管理）データなどが、データウェアハウ

ス（数値情報の倉庫）と呼ばれる技術と相

まって、顧客の購買履歴の分析や商品分析、

需要予測などに威力を発揮し、売り上げ数

字面では顧客の顔がかなり鮮明に見えるよ

うになってきている。この分野でのナレッ

ジマネジメントは、この顧客の顔をより鮮

明なものとするために、売り上げ数字だけ

でなく、顧客の気付きや気持ち、クレーム

などを取り込んで、高度な分析を行おうと

するものである。

知識社会という言葉は、米国の有名な社

会学者ピーター・ドラッカーが1993年に、

『ポスト資本主義社会』の中で、｢今や世界

は知識社会に入りつつある」と宣言したの

が最初とされている。それ以来、多くの学

者が知識社会について語るようになった。

たとえば米国の著名な経済学者レスター・

サローは、『資本主義の未来』の中で知識

社会について、｢21世紀には、頭脳と想像

力、発明、新技術の組織化が戦略的優位を

もたらすカギとなる。機械ではなく、人間

が戦略的資産になる」と述べている。

こうした知識社会における企業のあり方

については諸説があるが、一般的には次の

ようなことがいわれている。

● 21世紀には知識経済の時代が到来し、

人の頭脳が重要な経営資源になる。

●知識はあくまでも人、つまり知識労働

者によって創られる。

●重要な経営資源である知識は、朝、人

と共に会社に出社し、夕方になると帰

宅する。また、知識は従業員が新たに

雇われれば外部からもたらされ、従業

員が会社を離れれば、新しい雇い主の

ところに行ってしまう。知識が人的資

本に付随しているかぎり、企業は所有

できない。

●人の頭脳を重要な経営資源とする知識

企業の経営形態は、大きく変わってく

る可能性がある。

●人の頭脳が生み出す知識資産の管理が

経営テーマとして登場する。

1999年初め、米国で知識資産に関する興

味深い訴訟が明らかになった。それは有名

なディスカウントストアのウォルマート社

Ⅰ　知識社会の到来と企業

Ⅱ　ナレッジマネジメントの背景
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日本でも先進的な通信販売会社が顧客と

の交渉記録を取り込んだり、メーカーが

PL（製造物責任）法の導入を機にお客様相

談室を設けるなど、萌芽的な事例が見られ

るが、欧米企業はナレッジマネジメントを

商品・サービスの改善やオペレーションプ

ロセスの改善、さらには戦略策定に活かそ

うとしている。顧客の感性面の知識の活用

が、マーケティング上の重要な戦略課題に

なってきている。

（２）ビジネスサイクルの高速化

情報通信革命の進展により、企業活動の

あらゆる面でビジネスサイクルが高速化し

つつある。このため、案件が発生するつど

時間をかけて検討する暇がない、といった

状況が出現している。

スピード経営のためには、従業員の創造

性を高め、知恵を速く出させることが重要

である。同時に、１人の頭に浮かんだ知恵

を組織的に学習し、それを必要としている

別の担当者に速く送り、速く活用すること

で、知識労働者たるホワイトカラーの生産

性を高めることが求められている。

（３）組織のスリム化の進展

米国では、日本企業に品質およびコスト

面の競争で圧倒された1980年代の後、90年

代初頭にBPR（ビジネスプロセス・リエン

ジニアリング）、すなわち組織や業務プロ

セスの見直しが盛んに行われた。その過程

で、少人数で売り上げを維持したり膨大な

業務を遂行したりするための業務改革が劇

的に行われ、その結果、企業活動のあらゆ

る面で組織のスリム化が進行した。

組織のスリム化は人件費の削減を意味す

るが、同時に、社内の多くの知恵と知識が

会社を去ることになった。米国企業は、ス

リムな組織と業務オペレーションを作り上

げ、コスト削減には成功したが、価値創造

のための肝心の知識が歯抜けになってしま

ったことに気づいた。このことが、米国に

おけるナレッジマネジメント流行の１つの

要因になっている。

日本でも近年、リストラによって人と共

に知識や経験が企業を去っていき、バブル

後入社世代などが「何かあっても、昔のよ

うに相談する人がいない」と嘆く状況が出

現しつつある。企業にとってこれは深刻な

問題のはずだが、リストラは社内の経験や

体験などの知恵と知識の社外流出をもたら

すという認識が、日本の企業には驚くほど

希薄である。

このような状況を考えれば、構造改革を

推し進める日本企業にとって、ナレッジマ

ネジメントはリスク管理の面も有する。石

器時代の人々が石炭層の上で暮らしなが

ら、氷河期の寒さのなかで凍えていたよう

な状況に陥らぬよう、社内に眠る知恵と知

識の組織的な認知と活用が、必須の時代に

なったのである。

（４）選択と集中の時代における相乗効果

経済が低成長の時代に入ると、企業には

戦略面のビジョンが求められるとともに、

その経営資源を集中投下する事業領域を選

択する必要性が出てくる。そして個々の事

業領域は、明確に独立した事業領域として

展開することが求められる。しかし、その

場合、ノウハウや知識の流れが各事業領域

で完結して、他の事業領域に普及しないと

いう無駄が生じる。

このため欧米企業では、ベストプラクテ

ィス（最も優れた業務遂行方法）の事業領
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域を超えた普及や知識創造の促進の目的

で、異なる部門の研究者間の交流による新

しい発想の誘発など、さまざまなことが試

みられている。これらは、社内分社制度や

持株会社制度の普及が予想される日本の企

業にとって、見過ごせない動きである。

（５）環境変化の高速化、多様化

さらに重要なのは、環境変化に伴う知識

の陳腐化の問題である。これに対処するた

めには、必要な知識を早期に外部から導入

するとともに、それを内部で発酵させ、自

らの知識としていち速く活用することが求

められる。たとえば、自動車産業における

燃料電池エンジンの開発や、家電業界で起

ころうとしている情報家電化の波などが、

環境変化の最たるものである。

（６）情報の洪水現象

比較的新しい問題として指摘されている

のは、パソコンネットワーク上の情報共有

に関するものである。種々の情報が電子メ

ールやホームページの形で洪水のように発

生しているが、肝心の知識が社内のどこに

あるのか不明という問題である。情報は確

かに共有されているが、知識体系の視点か

ら明確な分類がなされておらず、地図のよ

うなものもないため、知識の保管場所を、

それを必要とするスタッフがわからない。

このことが情報共有がもたらす生産性向上

効果を著しく減退させている、といわれ始

めている。

ここでは、知識の分類に際して、ある意

味では国際的に受け入れられている野中郁

次郎・北陸先端科学技術大学院大学教授の

下記の分類法に従う。

●主観的で言語化、形態化が困難な「暗

黙知」

●言語または形態に結晶された、客観的

な「形式知」

また、ナレッジマネジメントを次のよう

に定義する。

●適正な知識を適正な人に適正な時に渡

すこと（知識の組織共有促進）

●新しい知識を生み出す環境を整えるこ

と（新しい知識の創造）

●知識労働者育成の支援（新しい人の創

造）

これは、知識が創造され、伝達され、交

換され、保管され、変換され、増殖するナ

レッジ市場（広い意味での知識の流通機構）

を生み出し、育てることである。ナレッジ

マネジメントの究極の目的は、環境変化に

企業が自然に素早く対応して、キャッシュ

フローを生み出し続けることができるよう

に、知識が自己増殖するナレッジ市場を創

出することに他ならない。

企業は、ナレッジ市場を企業と顧客との

間に、また経営者を含む社員の間につくる。

もちろん、販売業者や供給業者など取引先

との間にもナレッジ市場は存在する。

しかし、現在欧米でブームになっている

ナレッジマネジメントは、新しい高度な知

識の創造よりも、新たな知識や既存の知識

を組織として速く学習し、速く活用するこ

とに重点が置かれている。無論、知識創造

を重視していないわけではないが、焦点は

知識の組織学習、組織共有、そして組織活

用にあるといえる。そのうえでの創造性発

揮というイメージである。

Ⅲ　ナレッジマネジメントと知識　　
の定義
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たとえば、米国テキサス・インスツルメ

ンツ社は「ここで発明しないで、仕事がで

きた賞」を社内に設け、知識の組織共有、

組織活用を促進している。また、｢うまく

盗めば半分仕事が終わり」というスペイン

の格言も標語としてよく使われる。

野中教授は近著の『ネットワーク・ビジ

ネスの研究』の中で、｢場」という言葉を

用いて、人と人との相互作用や人と環境と

の相互作用により知識がつくられるとし、

｢場」における知識の創造性を重視してい

る。しかし、本稿ではナレッジ市場という

用語を用いることで、創造性だけでなく知

識の流通機構的な側面にも注目する。それ

が現在の、欧米から輸入されているナレッ

ジマネジメントだからである。

野中教授はまた、対面を基本とする創発

場（共同化が起こる場）、対話場（表出化

の場）、実践場（内面化の場）、およびサイ

バースペース上のシステム場（連結化の場）

という用語により、自身の「SECIモデル」

を進化させている（図１）。しかし、パソ

コンネットワークなどのシステム場では、

野中教授は形式知だけの相互作用が発生す

る場ととらえているが、筆者は後述するよ

うに、共同化などの暗黙知の変換も発生す

ると考える。

なぜならば、欧米企業流のナレッジマネ

ジメントによって、パソコンネットワーク

上における洞察力、判断、理解などの暗黙

知を追求している企業が続出しており（米

国のバックマン研究所など）、そこが日本

企業との大きな差になろうとしているから

である。情報技術の発展が、野中理論をサ

イバースペース上で進化させている。

1 ビジョンと戦略
ナレッジマネジメントを考える際、まず

行わねばならないのは、対象となる事業領

域を明確化するとともに、そこでのビジョ

ンとの整合性を図ることである。たとえば

製薬会社のエーザイは、同社の掲げる「ヒ

ューマンヘルスケア」を実現するための、

社員の毎日の知恵づくりを目指している。

欧米企業の場合も、ビジョンとの整合性を

大切にしている例が多い。

次に行わねばならないのは、戦略内容の

明確化である。欧米では、次のような戦略

を採用して、ナレッジマネジメントの目的

を明確にしている企業が多い。

● 知識を生産物と見て、知識の創造によ

る新製品開発を強化する。

● 従業員の能力開発に集中する。

● 特許など知的資産の増加を図る。

● 顧客の知識を重視し、製品開発プロセ

ス、業務プロセスの改善を図る。

● 従業員間の知識の共有により、能力向

上を図る。

たとえば、米国GM（ゼネラル・モータ

Ⅳ　ナレッジ市場の創設

図1　野中教授の「SECIモデル」�
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出所）野中郁次郎、ネットワーク・ビジネス研究会『ネットワーク・ビジネスの研究』�
　　　日経BP企画、1999年より野村総合研究所作成
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ーズ）社の場合、ナレッジマネジメントの

狙いを戦略的意思決定の強化に絞ってい

る。同社では、プロジェクトが終了するた

びに反省会を開き、その内容を他山の石と

して、新しいプロジェクトでは同じ間違い

を繰り返さないように、また成功例の場合

はもっとうまくやるように、組織の判断力

を磨いている。

2 ナレッジ市場の構成要素
ナレッジ市場は、市場の交流形態、知識

の保管庫、市場のプロセスと、これらを支

えるインフラとから構成される。

（１）ナレッジ市場の交流形態

ナレッジ市場が成立する場面を以下に示

す。これらの場面で、知識の創造、伝達、

交換、増幅などが行われる。

①人と人の交流の場

知識の創造者と消費者の交流、あるいは

知識の売り手と買い手の交流が行われる。

● 公式な会議

● 非公式な打ち合わせ（欧米企業の場合

はカフェテリアなど、日本企業の場合

は赤提灯、ゴルフなども含む）

● 教育・研修の受講

● 店頭における顧客とのふれあい

● 仕事の場面

● 電話、電子メール、電子会議室、電子

会議など

②人と情報の交流の場

これは知識の買い手によるセルフサービ

ス型のナレッジ市場である。

● 図書館の利用

● ホームページの利用

● データベースの利用

● ソフトウェアの利用

● ビデオ観賞、オーディオ観賞

（２）知識の保管庫

社内のナレッジ市場では、知識の所在を

示す「知識の保管庫」を明らかにしておく

知識の創造者（売り手）�

「われ発見せり」�

「ユーレカ !」�

知識の消費者（買い手）�

知識の保管庫�

知識ガイダンス�

●対面で�

知識マップ� ナレッジブローカー�

ホームページや�
書籍、文書�

その他�
　コンピタンスセンター�
　仮想チームなど�

実践のコミュニティ�

教育・研修コースウェア� 専門家ネットワーク�

図2　知識の保管庫と具体的なナレッジ市場のイメージ

●パソコンネット�
　ワーク上で�
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ことが重要である（前ページの図２）。そ

れは、形式知の保管庫、暗黙知の保管庫、

知識のガイダンスの保管庫に３つに分類さ

れる。

①形式知の保管庫

形式知の保管庫は、次のような文書やデ

ータベースの形をとる。

● 本、文書類、マニュアル

● ビデオ、映画類

● ホームページ、データベース

● ソフトウェア

● 教育・研修コースウェア、教科書

なお、ソフトウェアの中には、物の見方

や切り口、分析の視点などが形式知化され

て保管されている。

②暗黙知の保管庫

暗黙知の保管庫は原則、人の頭の中であ

る。しかし、ナレッジマネジメント上は、

組織的に知識を学習して共有することを意

図しているため、同じ暗黙知であっても、

複数のスタッフが保管することになる。

● 専門家ネットワーク

● コンピタンスセンター（特定ノウハウ

を集めた組織）

● 実践のコミュニテイ

● 仮想チーム

● 教育・研修のインストラクター

● 学習組織

● 個人の人脈

③知識のガイダンスの保管庫

知識の地図のような、情報が保管庫にな

っているもの（知識マップ）と、人の頭が

保管庫になっているもの（ナレッジブロー

カー）とがある。

＜知識マップ（知識の地図）＞

● イエローページ（目次集）

● スキルの在庫表

● 個人ホームページ

知識マップは、欧米では以前は紙でつく

られていたが、最近ではほとんどがホーム

ページの形になっている。このうちイエロ

ーページは、全体の知識の所在を示す電話

帳のようなものである。そこには、知識の

分類に従って、人、データベース、紙のマ

ニュアルなどの目次が載っている。知識の

共有上、最も重要なものであり、これがし

っかりしていれば、新入社員や中途採用者、

転勤者も、入社当日や転勤当日から社内で

必要な知識の所在を知ることができる。

＜ナレッジブローカー＞

これは図書館の司書の役割が変化してき

たもので、社内の知識の所在を管理してい

るスタッフである。

（３）ナレッジ市場のプロセス

ナレッジ市場で、知識が創造され、共有

され、伝達され、増幅され、活用される一

連のサイクルをナレッジ市場のプロセスと

いう。通常、成功しているナレッジマネジ

メントでは、あまり細かなプロセスは決め

ず、大まかなプロセスだけを決めている場

合が多い。図３に、米国ゼロックス社の

「４つのＣ」と呼ばれるモデルを示す。

図3　米国ゼロックス社の「4つのC」による知識プロセス�

Communicate
（伝達）

Create
（創造）

Consolidate
（分類）

Capture
（取り込み）

出所）Knowledge Management Magazine, May 1999より野村総合研究所作成
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（４）ナレッジ市場のインフラ

①ナレッジ組織

ナレッジ組織は、CKO（ナレッジ担当役

員）、支援組織、各部門におけるナレッジ

マネジャーなどで構成される。CKOの仕事

は、社内にナレッジ市場を作り上げ、戦略

上の効果を上げることであり、社内で質の

高い知識が創造され、蓄積されるように配

慮することである。

ナレッジ組織は、本社に置かれる場合、

個々の事業ないし機能部門に分散される場

合、双方に置かれる場合など、種々のパタ

ーンがある。たとえば、電子会議に際して、

議論をスムーズに行うために進行役を置く

ことがあるが、これなどはナレッジ組織の

一例である。欧米企業におけるナレッジマ

ネジメントの成功事例を見ると、このナレ

ッジ組織がしっかりと設計され、機能して

いる。

②知識制度

知識の創造、伝達、共有などに協力する

ためのインセンティブとして、報酬制度を

設ける企業が多い。また、人材育成面から

のスキルアップ制度もでき始めている。

③効果測定手法

これは、各社でいろいろ試みられている

が、決め手となるものはまだ見つかってい

ない。あえていえば、時間生産性が指標と

なりうるが、ホワイトカラーの業務の性格

上、あまり直接的なものは適合しない。

④企業風土

企業風土は知識の創造や共有の文化を醸

成するものであり、きわめて大切である。

特に、人の頭の中の暗黙知の共有のために

は、お互いの信頼関係が必須である。企業

風土が知識共有の阻害要因になっている場

合が多い。数年前、米国の通信会社AT&T

がコンピュータ会社NCRと合併した後、再

び企業分割に進まざるをえなかったのも、

両者の企業風土が合わず、知識の共有によ

る相乗効果が働かなかったためといわれて

いる。

スタッフのアイデアをマネジャーが抑え

込むような文化の企業、知識創造が弱い企

業に関しては、マネジメントスタイルやワ

ークスタイルの変革により、企業風土を変

える必要がある。

⑤知識基盤（情報システム）

イントラネットのようなパソコンネット

ワークがこれに相当する。知識基盤はいわ

ば、知識の保管庫の一部であり、パイプラ

インである。しかし、通常は既存の情報シ

ステムがそのまま採用され、新たに多くの

投資を行う例は少ない。

3 知識の可視化の重要性
ナレッジ市場を創設するうえで、知識の

可視化がきわめて重要になる。人と人の交

流により、また人と情報の交流により、知

識を創造し、伝達し、共有し、組織学習し、

増殖するためには、必要な知識がどこにあ

り、だれが持っており、どうすれば活用で

きるかを記した知識マップをつくることか

ら始めねばならない。知識マップはナレッ

ジマネジメントの基本となるものであり、

欧米企業では大いに利用されている。

通常、知識マップづくりの対象となるの

は、次の３つの知識である。

● 人が持っている知識

● データベースにある知識（知識として

のソフトウェアも含む）

● 文書上の知識

これらは、パソコンネットワーク上で、

社員ならだれでもすぐに閲覧できるように
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なっていなければならない。イントラネッ

トのホームページ上に展開されている知識

マップは、欧米の電話帳を模してイエロー

ページと呼ばれるが、まさにその名にふさ

わしい。

この知識マップにより、これまで日本企

業ではあいまいにされてきた暗黙の知恵と

知識の所在が、可視化されるのである。こ

の可視化の進展は、重要な意味を持ってい

る。これまで数人の管理職の頭の中だけで

把握されていた人脈や、人の能力の評価が、

だれの目にも明らかになる可能性が出てき

たからである。これは、経営数字面の可視

化を促進するといわれる国際会計基準の導

入と相まって、外国からわかりづらいとさ

れてきた日本企業の活動実体を白日の下に

さらすことになる。

欧米企業におけるナレッジマネジメント

の特徴は、ソリューションスペース（ナレ

ッジ市場のインフラ）がパソコンネットワ

ーク上に広がっていることである。そして、

社内でもネットワーク社会（電子コミュニ

ティの活用など）と現実社会（対面のミー

ティングなど）とを相互作用させることで、

知識を組織で共有し、速く活用しようとい

うアプローチがとられている。

知識の流通や変換を表すモデルとして

は、前述の野中教授によるSECIモデル

が知られているが、これをそのままソリュ

ーションスペースの広がりに当てはめるの

は無理がある。そこで、SECIモデルを拡

大されたソリューションスペース上で展開

するための、ナレッジ市場モデルを考案し

た（図４、図５）。

このナレッジ市場モデルは、４つの象限

からなる。すなわち、縦軸に暗黙知を対象

とした「人と人の交流」と、形式知を対象

とした「人と情報の交流」を設け、横軸に

Ⅴ　ソリューションスペースの
広がり

人と人の交流�

<第Ⅱ象限>

パソコンネットワーク� 対面インフラ�

時空を超えた共同化� 濃い共同化�

時空を超えた�
表出化、連結�
化、内面化、�
自動表出化�

表出化、�
連結化、�
内面化�

<第Ⅲ象限>

<第Ⅰ象限>

<第Ⅳ象限>

人と情報の交流�

図5　ナレッジ市場モデルの各象限内の動き�

<第Ⅱ象限>

<第Ⅲ象限>

<第Ⅰ象限>

<第Ⅳ象限>

�
人と人の交流�

パソコンネットワーク� 対面インフラ�

人と情報の交流�

図4　ナレッジ市場モデル�

暗黙知を主体としたナレッジ市場�

形式知を主体としたナレッジ市場�

人と人の交流�

<第Ⅱ象限>�
電子メール�
電子会議、会議室�
CTIによる電話、�
　ファクシミリなど�

パソコンネットワーク� 対面インフラ�

<第Ⅲ象限>�
ホームページ�
データウェアハウス�
クエリーソフト、�
　データマイニングなど�

<第Ⅰ象限>�
公式会議�
インフォーマル会議�
オフィスレイアウト�
教育・研修、その他�

<第Ⅳ象限>�
図書館�
文書管理�
その他�

人と情報の交流�

図6　ナレッジ市場モデルの各象限内における交流形態�

注 1）企業活動の実際のシーンでは、各象限が輻輳して現れる�
　 2）CTI：コンピュータと電話の統合�
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は現実社会を表す「対面インフラ」と、ネ

ットワーク社会を表す「パソコンネットワ

ーク」を設けている。

企業においてナレッジマネジメントが行

われる場面では、これら４つの象限のうち

いくつかが輻輳して登場すると思われる

が、知識の発生、伝達、変換、活用、学習

などのメカニズムを明確にするためには、

有効なモデルである。以下では、各象限の

内部を見ていく（図６）。

1 第Ⅰ象限のナレッジ市場
これは文字どおり対面による知識共有の

仕組みを表しており、コンピュータとは全

く関係がない。従来の日本におけるナレッ

ジマネジメントの研究や、創造性の戦略の

研究は、基本的には大部分がこの第Ⅰ象限

を中心とし、それに第Ⅳ象限を組み合わせ

た空間で行われていた。

第Ⅰ象限のナレッジ市場の仕組みとして

は、次のものがあげられる。

● 公式会議

● 喫茶室、談話室など（日本企業では、

赤提灯やゴルフ場も）でのインフォー

マルな打ち合わせ

● 研修やトレーニングなどのクラスルー

ム形式による組織学習

● コミュニュケーションのためのオフィ

スレイアウトの見直し

● 集中思考とコミュニュケーション切り

替えのための時間管理

● 営業現場、店頭、作業現場での人と人

の交流

これらの長所は、表情や雰囲気、動作、

ムードなどを把握し、体感によって相手の

暗黙知を吸収できることである。逆に欠点

としては、企業活動の全国化、グローバル

化に対応できないことがあげられる。対面

のためには１ヵ所に集まらねばならず、そ

のために多くの時間や交通費などを要する

ことが一番の欠点である。

2 第Ⅱ象限のナレッジ市場
これはパソコンネットワークを活用し

た、暗黙知の共有のための仕組みである。

電子コミュニティによる知識学習の仕組み

であり、電子ナレッジ市場と呼ぶべき性格

のものである。同時にこれは、時間と空間

を超えて暗黙知が往来する場であり、企業

活動がグローバル化する時代には必須にな

る。第Ⅱ象限のナレッジ市場の仕組みとし

ては、以下のものがある。

● 電子メールやメーリングリスト

● 電子会議室

● 電子テレビ会議

● ボイスメール、フクシミリなど

この方式の長所は３つある。第１は、時

間と空間を超えて、グローバルに暗黙知の

共有が可能なことである。第２は、知識社

会の新しいワークスタイル、すなわち裁量

労働、在宅勤務、直行直帰、サテライトオ

フィス活用、権限委譲と自己責任原則の徹

底など、脱対面型のワークスタイルに適し

ていることである。第３は、交通費などが

不要なためコストが安いことである（これ

は大きなメリットである）。

一方、欠点は、脱対面型のため、暗黙知

を体感できないことである。したがって、

コミュニュケーション中にドロップする暗

黙知の量が多い。

3 第Ⅲ象限のナレッジ市場
データベースやホームページに形式知化

された知識を登録し、社内の各スタッフが
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適時、知識を検索し、熟考し、そして活用

するものである。したがって、これはセル

フサービス形式のナレッジ市場とみなすこ

とができる。セルフサービスによる組織学

習や知識共有の仕組みとしては、以下のも

のがあげられる。

● 既存の暗黙知を形式知化して保管する

仕組み（データベース、ホームページ、

ソフトウェアなど）

● 形式知の自動作成、自動検索（人工知

能、データマイニング・ソフトウェア、

テキストマイニング・ソフトウェア、

知的検索ソフトウェア等）

● 形式知の自動通知（プッシュ型の知識

通知）

この自動通知とは、個々のスタッフが興

味を持ち、必要とするテーマをデータベー

スに登録しておくと、そのテーマに関連す

る知識が形式知として登録、更新されるつ

ど、自動的に電子メールなどにより通知さ

れるものである。まさに、適正な知識を、

適した人に、速く伝達するというナレッジ

市場にふさわしい仕組みである。

● 形式知の活用支援（ナビゲーション）

カーナビゲーションのように、必要な知

識をソフトウェアが提示してくれたり、教

えてくれたりする仕組みである。

4 第Ⅳ象限のナレッジ市場
この仕組みも、対面を前提とした、古く

からある仕組みである。しかし、昨今の欧

米企業におけるナレッジマネジメントで

は、図書館をナレッジ組織として見直し、

活用する例が多く見られる。第Ⅳ象限のナ

レッジ市場の具体的な仕組みとしては、次

のものがあげられる。

● 図書館、およびナレッジブローカーと

しての司書

● 文書の管理手法

これらは対面型のため、安全面に優れる

という長所がある。逆に欠点としては、文

書ベースの形式知管理のため、資料が１部

しかない場合など複数の社員間で共有する

ことができず、また資料の取り寄せなどに

コストと時間がかかることが指摘できる。

ナレッジ市場モデルを用いて、企業の知

識診断を行ったり、知識活用戦略を立案し

たりすることもできる。たとえば、欧米企

業のナレッジマネジメントへのアプローチ

をこのモデルに当てはめると、明らかに異

なる２つの方向性が見えてくる（図７）。

その１つは、形式知重視戦略である。こ

れは、個々の従業員のノウハウを徹底して

外部化し、形式知としてホームページやデ

ータベース、ソフトウェアに登録し、繰り

返し活用するものである。このアプローチ

が適している企業は、何度も同じ知識を繰

り返し使う、知識の部品化が可能な商品・

サービスを提供している会社である。

Ⅵ　ナレッジ市場モデルと
2つの知識活用戦略

<第Ⅱ象限>

<第Ⅲ象限>

<第Ⅰ象限>

<第Ⅳ象限>

人と人の交流�

パソコンネットワーク� 対面インフラ�

人と情報の交流�
形式知重視戦略�

図7　欧米企業に見られる2つの知識活用戦略�

個人暗黙知重視戦略�
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たとえば、コンサルティング業界でいえ

ば、ERPと呼ばれる統合業務パッケージソ

フトの導入コンサルティングなどがこれに

当たる。そこでは、コンサルタントはビジ

ネスプロセスの改善のように比較的パター

ン化された筋書きを活用している。彼らは

知識の利用者ではあっても、開発者ではな

い。したがって、複数の顧客に対して、部

品化された知識を繰り返し適用することに

なる。

もう１つのアプローチは、個人暗黙知重

視戦略である。これは、個人の知識をデー

タベースにためておくようなことはせず、

人と人の間でそのまま流通させてしまう戦

略である。したがって、ナレッジ市場とし

ては、第Ⅰ象限や第Ⅱ象限のスタッフ間の

対話やブレインストーミングが重視され

る。そこでは、知識を部品化して共有する

ことは有効でないとみなされる。

米国では、多くの戦略コンサルテイング

会社がこのアプローチをとっている。化学

品研究のバックマン研究所では、世界中の

研究員や営業担当者が、電子ナレッジ市場

で案件ごとに知恵を出し合っている。

日本では、ナレッジマネジメントはNRI

野村総合研究所や富士ゼロックスなど一部

の先進企業が始めているが、大多数の企業

にとってはまだこれからの課題である。欧

米の企業は、野中教授の「日本企業の以心

伝心による暗黙知の共有が、創造性の発揮

や高品質の製品開発の原点である」という

指摘にショックを受けてナレッジマネジメ

ントを開始し、21世紀の知識社会に備えよ

うとしている。

彼らの強みは暗黙知も含めた「知識の可

視化｣、パソコンネットワーク上での知識

の共有にある。それによりホワイトカラー

の能力を目一杯引き出す仕組みを構築し、

知識社会にふさわしい知識労働者が、自己

責任原則のもと、少人数で売り上げを維持

する俊敏な企業をつくりつつある。

日本企業は、対面型の知識伝達インフラ

しかなかった工業社会の時代に、以心伝心

の知識共有で国際競争力を向上させてき

た。しかし、今や、パソコンネットワーク

を活用した知識の可視化（ひいては経営の

可視化）の実現と、オープンなナレッジ市

場の創設により、ホワイトカラーをパワフ

ルな知識労働者に変身させるという、経営

革新の課題に直面している。
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